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本論文は、自衛隊海外派遣が如何に開始されたのかを解明するものである。 

これまでにも、自衛隊海外派遣に関する研究が多く出版されてきた。これらは、自衛隊

海外派遣開始後の政策決定過程や、国連平和維持活動（PKO）に焦点をあてている。しか

し、自衛隊海外派遣が如何に開始されたのか、言い換えれば、憲法改正もなく、憲法や既

存法の解釈、もしくは新規立法という形で自衛隊海外派遣が行われるようになったのかを

説明するものはない。 

本論文は、1945 年のアジア・太平洋戦争の終結に遡り、その後如何なる経過をたどって

日本が自衛隊を海外に展開させたのかを解明するものである。本論文の検討の結果、1940

年代後半から 60 年代にかけて、自衛隊海外派兵を求める動き（安保改定、レバノン危機な

ど）が起こったものの、当時の政治状況や時の為政者の意向により、実現しなかった。そ

の間、野党や国民の間には、自衛隊海外派兵を忌避する動きが起きた。結果として、自衛

隊を海外に送ることは忌避されるようになったのである。 

こうした動きの中で、戦後日本においては長らく軍隊の海外出動に対する国民の警戒心

があり、それが自衛隊海外派遣論議に影響を与えていた。国民の自衛隊海外派遣に対する

警戒心は時代を追うごとに変化していたが、政策決定者の心理的歯止めとなっていたので

ある。 

70 年代後半以降、日本が経済大国化し、ベトナム戦争の後遺症により、米国のプレゼン

スが低下するなかで、日本も経済大国として、国際社会に貢献すべきという意見が出され

るようになった。こうした中で、憲法 9 条の枠内で、自衛隊を活用しない形での人的貢献

が模索される（国際緊急援助隊、ペルシャ湾への巡視船派遣案、湾岸危機時の平和協力隊）。 

 自衛隊以外の人的支援策は憲法 9 条に抵触しないものの、限界を内包していた。他方、

自衛隊を参加させない人的支援策には限界が存在していた。その限界が露呈したのが、87

年のペルシャ湾安全航行問題であり、湾岸戦争であった。自衛隊以外の組織を戦場に投入

することは憲法上不可能であり、戦後復興であっても治安面の不安等から自衛隊でなくて

は実施出来ない施策も多々存在していた。そのため、自衛隊の派遣が必要となったのであ

る。こうした中で選ばれたのが、憲法問題の生じない掃海艇派遣だった。掃海艇派遣実現

と 1 人の犠牲者も出さずに任務を終了出来たことは、自衛隊海外派遣を大きく前進させた。

この後、自衛隊は、PKO や国際緊急援助隊派遣を実現させ、海外での任務が拡大した。そ

して、その枠組みで今日も続いているのである 

本論文は、大きく分けて次の 3 点（国際貢献、自衛隊海外派遣、日米関係）でこれまで

の研究に貢献出来たと考える。 

まず、国際貢献という視点である。1990 年の湾岸危機以降、国際貢献という言葉をメデ

ィアや政策決定者が問うことが多くなった。しかし、その国際貢献とは、そもそも何を指



すのかというのは、判別としない。本論文は、日本が何を国際貢献だと考え、どう追及し

てきたのかを明らかにしている。そのため、湾岸戦争とその後のカンボジア PKO に至るま

で、日本がどのような歩みを経て、国際貢献を成し遂げたのかを理解することが出来る。 

次に、自衛隊海外派遣という視点を指摘出来る。本論文は、1945 年のアジア・太平洋戦

争終結に遡って分析をしている。戦後、日本では軍事アレルギーによって、反軍主義が高

まっていたことが指摘されている。その結果、憲法 9 条が成立した訳だが、一方で、現在

の自衛隊海外派遣がその枠組みの中で動いているのも実情である。本論文は憲法 9 条の枠

内で日本が人的支援を以下に進めていたのかを解明している。 

最後に日米関係という視点である。自衛隊海外派遣のきっかけとなったのは、湾岸戦争

であり、日米同盟の文脈から日本は自衛隊を派遣した。しかし、既存の研究にあるように、

米国は日本に基地の提供を求め、日本はそれに応じることが日米安全保障体制の根幹だっ

た。だが、80 年代以降、その姿勢が変化する。本論文は、自衛隊海外派遣を日米同盟の変

化という視点から位置づけなおす試みでもある。 


